
今後の社会・経済情勢の変化 
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2050年には日本の総人口は3,300万人減少 

○日本の総人口は、2050年には、9,515万人と約3,300万人減少（約25.5％減少）。 
○65歳以上人口は約1,200万人増加するのに対し、生産年齢人口（15‐64歳）は約3,500万人、若年人口（0‐14歳）は約900万

人減少する。その結果、高齢化率でみればおよそ20％から40％へと高まる。 
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高齢人口 

生産年齢人口 

若年人口 

（推計） 

総人口 
10,467万人 

高齢人口 
739万人 
（7.1％） 

総人口 
12,777万人 

高齢人口 
2,576万人 
（20.2％） 

生産年齢人口 
4,930万人 
（51.8％） 

若年人口 
2,517万人 
（24.0％） 

若年人口 
821万人 
（8.6％） 

高齢人口 
3,764万人 
（39.6％） 

（出典）総務省「国勢調査報告」、同「人口推計年報」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」における出生中位（死亡中位）推計をもとに、国土交通省国
土計画局作成 

（注１）「生産年齢人口」は15～64歳の者の人口、「高齢人口」は65歳以上の者の人口 
（注２）（ ）内は若年人口、生産年齢人口、高齢人口がそれぞれ総人口のうち占める割合 

総人口は 
約3,300万人減少 

生産年齢は 
約3,500万人減少 

高齢は 
約1,200万人増加 

若年は 
約900万人減少 

生産年齢人口 
8,442万人 
（66.1％） 

若年人口 
1,759万人 
（13.8%） 

生産年齢人口 
7,211万人 
（68.9％） 

（年） 

 
9,515万人 

総人口 

（注３）2005年は、年齢不詳の人口を各歳別に按分して含めている 
（注４）1950～1969、1971年は沖縄を含まない 

「国土の長期展望」中間とりまとめ 
（H23.2.21国土審議会政策部会長期展望委員会） 
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21.6% 20.4% 24.4% 23.4% 8.3% 

増加 

（1.9%） 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

人口増減割合別の地点数 

無居住化（100％減少） 

75%以上100%未満減少 

50%以上75%未満減少 

25%以上50%未満減少 

0%以上25%未満減少 

増加 

居住地域の２割が無居住化 

国土の大部分で人口が疎になる一方、東京圏等に集中が起こる 

2005年を100とした場合の2050年の人口増減状況 

約１㎞2毎の地点数 
を比べると・・・ 

人口が増加する地点はごく僅か 

（出典）総務省「国勢調査報告」、国土交通省国土計画局推計値（メッシュ別将来
人口）をもとに、同局作成 

６割以上（66.4％）の地点で現在の半分以下に人口が減少 

無居住化 75%以上減少 
50~75%減少 

25~50%減少 
25%以下減少 

○全国を≪約１km２毎の地点≫でみると、全国的な人口減少率（約25.5％）を上回って人口が減少する（人口が疎になる）地点
が多数となっている。特に人口が半分以下になる地点が現在の居住地域の６割以上を占める。 

○人口が増加する地点の割合は２％以下であり、東京圏と名古屋圏に多い。 
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「国土の長期展望」中間とりまとめ 
（H23.2.21国土審議会政策部会長期展望委員会） 
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12.5% 

51.1% 

資料：財務省 貿易統計 

（速報値） 

○ 対米国の貿易額のシェアは年々減少している一方、対アジアの貿易額のシェアは年々増加して 
   おり、全体の約５割を占めている。 

アジア 

米国 

（億円） 

うち 
中国 

その他 

中東 

中東欧・ロ
シア等 

西欧 

アフリカ 

太平州 

中南米 

20.9% 

中国 

％は日本の貿易額全
体に対するシェア 

米国 
30.1% 

アジア 
26.8% 
中国 
6.0% 

急激に増加する対アジア貿易額 
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急激に増加する東アジア主要港のコンテナ取扱量 

出典：「知と文化を誇り力強く躍動する関西～近畿圏広域地方計画（概要版）～」国土交通省 近畿圏広域地方計画推進室 
    「港湾別外貿コンテナ貨物量及びコンテナ個数ランキング」国土交通省港湾局ホームページ 

1980年 2008年 

5→2,798 

63→ 
1,343 

146→2,425 

92→2,992 

98→ 
1,026 

注：単位は万TEU、  は1980年、  は2008年 
出所：CONTAINERISATION INTERNATIONAL 

327→ 
1,355 
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1960 1970 1980 1990 2000 2005 2007 

エネルギー自給率(%) 58% 15% 6% 5% 4% 4% 4% 

（原子力含む）(%) （58%） （15%） （13%） （17%） （20%） （19%） （18%） 

エネルギー自給率の推移 ４％の内訳 

出典：「平成２1年度エネルギーに関する年次報告書」（経済産業省資源エネルギー庁） 

電力供給量の推移 

日本の国内電力供給量とエネルギー自給率の推移 
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出典）"Energy Balances of OECD Countries 2010 Edition" 

28% 

26% 

9% 

27% 

7% 

2% 



高度経済成長期に大量整備したインフラの高齢化が進行 

現在
（2009）

8%

５０年経過橋梁
（12,000橋）

10年後
（2019）

25%
５０年経過橋梁

（37,000橋）

20年後
（2029）

51%

５０年経過橋梁
（78,000橋）

２００７年６月にトラス橋の斜材が破断 

２００８年１０月にアーチ橋の吊材が破断 

（木曽川大橋）

腐食で破断

1963年架設

破断 ＰＣ鋼棒Φ32

ステンレス製シース管 Φ48.6

現在も通行止め

腐食で破断

（君津新橋）

1973年架設

老朽化が進む我が国の社会資本ストック 

○建設後50年以上の橋梁数 
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国土基盤ストックの維持管理・更新費は倍増 

○耐用年数を迎えた構造物を同一機能で更新すると仮定した場合、現在ある国土基盤ストックの維持管理・更新費は今後とも
急増し、2030年頃には現在と比べ約２倍になると予測される。 
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新設改良費 

更新費 

維持管理費 

災害復旧費 

 

 

 

 
 

 

（注１）2011年以降の新設費を0と仮定 
（注２）統計公表値がない2008～2010年の新設改良費については、当該３カ

年の公共事業関係予算の推移を把握し、この伸び率を分野ごとの実績に
乗じることで、各年度の投資総額のみなし実績値とした。 

約2倍 

維持管理・更新費の将来見通し（全国） 

（
兆
円
） 

三大都市圏 （兆
円
） 

地方圏 （兆
円
） 

（推計） 

（推計） （推計） 

（年） 

（年） （年） 7 

「国土の長期展望」中間とりまとめ 
（H23.2.21国土審議会政策部会長期展望委員会） 



○ 明治時代は鉄道整備が先行され、道路整備が本格的に開始されるのは昭和30年代以降。 
○ 終戦直後は、国道さえ満足に舗装されていない状態。 

鉄道と高速道路の整備延長の推移 

出典：鉄道：「国有鉄道・鉄道統計累年表」（昭和61年まで） 
        「数字で見る鉄道2009」（昭和62年以降） 
    高速道路：「高速道路便覧2009」 

昭和28年頃の未舗装の道（東京都板橋区） 

出典：関東の道路史 

幹線道路でも舗装率は低かった 
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鉄道の 
整備延長 

高速道路の 
整備延長 

1963年 名神 栗東～尼崎間開通 1987年JR体制発足 1872年 国鉄 新橋～横浜間開通 

S20 

0 

鉄道整備と道路整備 
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S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 

高規格幹線道路の供用延長 

一般道路の改良済延長 

自動車走行台キロ 

出典：道路統計年報,陸運統計要覧（各年版）,自動車輸送統計年報（平成20年度分）,国土交通省資料 

H21 

第12次（H10~１４）の目標 

8,600km供用 

第11次（H5~9）の目標 

7,800km供用 

第10次（S63~H4）の目標 

6,000km供用 

第9次（S58~63）の目標 

4,300km供用 

第8次（S52~57）の目標 

3,500km供用 

第4次（S39~55）の目標 

7,600km供用 

第7次（S48~58）の目標 

7,600km供用 

第10次（S63~H12）の目標 

9,000km供用 

（100万走行台キロ） （km※） 

高規格幹線道路整備の経緯 

S29 道路特定財源制度開始 

S31 日本道路公団設立 

S32 国土開発縦貫自動車道建設法成立 

S32 名神高速（小牧～西宮）に施行命令 

S38 名神高速（栗東～尼崎）が供用 

S39 7,600kmの幹線自動車道路網計画 

  （第４次五箇年計画） 

S41 国土開発幹線自動車道建設法制定 

S42 首都圏の３環状９放射を位置づけ 

  （第５次五箇年計画） 

S44 東名道が全線開通 

S44 新全総で7,600km＋9,000kmの構想 

S47 道路審議会 料金プール制の答申 

S52 三全総で約１万kmの高規格幹線道路網の形成 

S62 道路審議会14,000kmのネットワークが必要との答申 

  四全総に位置づけ 

S63 本四連絡橋 児島坂出ルート開通 

H6 ＥＴＣ運用開始 

H16 道路関係四公団民営化関連法制定 

H17 道路関係四公団民営化 

○ 急速に拡大する自動車交通の需要に対応するため昭和２７年に有料道路制度創設、  

   昭和２９年に特定財源制度を創設。昭和３２年に高速自動車国道建設開始 

高規格幹線道路 

一般道路 

注：昭和61年度以前の軽自動車は国土交通省道路局推計による。 
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※一般道路の改良済延長は ×100km 
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約８倍 

約５倍 

自動車走行台キロ（実績値）：自動車輸送統計調査（国土交通省） ※軽自動車を含む 

 人口：国勢調査・人口推計（総務省） 

GDP：実質値。国民経済計算年報（内閣府） ※平成12年価格 
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百万人 

○ 戦後の経済成長に伴い、我が国のＧＤＰは増加してきた。 

○ 自動車の走行台キロも、ＧＤＰの増加と同じく、近年まで伸びてきた。 

全国交通量（走行台キロ）及び社会経済指標の推移 

自動車走行台キロと社会経済指標の推移 
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出典：イタリア政府観光局 

http://www.enit.jp/city/milano.html 

ガラス屋根のアーケード 
ヴィットリオ・エマヌエーレ・２世 ガレリア 

（イタリア ミラノ） 

道路をまたいだ市街地整備 
（ドイツ ボン） 

幹線道路上の建築物 
（フランス大蔵省） 

トランジットモール 
（フランス ストラスブール） 

○ 海外では道路やその周辺の上下空間を活用して、美しいまち並みが形成されている。 

〈海外事例〉 

文化的価値など質の高さを実感できるくらしをどのように実現するか 

11 



○ 全国の１年間の損失時間合計は、約50億時間 （平成21年度）。 

  ●人口1人あたり、約40時間（およそ1週間分の労働時間）に相当。 

  ●金額換算では、約11兆円、GDPの約2％に相当。 

○ 時間損失率の全国平均は、約37％。 

※平均賃金等による時間価値より換算 

基準所要時間 約83億時間 損失時間 約50億時間 

時間損失率 約 37％ 

平成21年度 

全国の自動車利用時間 約133億時間 

対象道路  ：一般都道府県道（指定市の主要市道を含む）以上の路線 

平成２１年４月～２２年３月(昼間12時間帯）のトラフィック・カウンターによる交通量データ及びプローブ・カー・システムによる速度データを元に算出。 

区間毎の年間実績速度の上位１０％値を、渋滞等がない時の自由走行速度と見なし、これにより基準所要時間を算出。 

算出条件等 

※ 損失時間等は現時点における算出値であり、今後のデータ追加等により異同がある。 

自動車交通による時間損失 

12 



（開かずの踏切） 
  ピーク時の遮断時間が４０分／時 以上となる踏切 

○ 「緊急に対策の検討が必要な踏切」の多くは大都市圏に存在している。 

○ 東京都の踏切数は、２３区のみを見ても、海外の主要都市に比べ圧倒的に多い。 

【東京23区と海外の主要都市との踏切数の比較】 

踏切数 

 【開かずの踏切の事例】                          

◆開かずの踏切数   

  No.  都道府県名  箇所数 

 1  東京都  277 

 2  大阪府  115 

 3  神奈川県  79 

 4  兵庫県  37 

 5  埼玉県  30 

【東京23区とパリの踏切数の比較】 

東京23区 ﾆｭｰﾖｰｸ ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾍﾞﾙﾘﾝ ﾊﾟﾘ 

672 108 12 46 11 

H21調査値 

東京23区 パリ周辺 

約60倍 

開かずの踏切等による交通の阻害 
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【交通事故死者数、死傷者数等の推移】 

資料） 警察庁資料より作成  

4,863人 

901,071人 

死者数 

死傷者数 

死傷事故件数 

（千） （千） 

死
傷
者
数
（人
） 

・死
傷
事
故
件
数
（件
） 

死
者
数
（人
） 

○ 平成２２年の交通事故死者数は４，８６３人となり、死傷者数・死傷事故件数とともに減少してい

るが、近年下げ止まりの傾向 

年 

死者数 

(人) 
死傷者数(人) 

死傷事故件数 

(件） 

対前年減
少率 

対前年 

減少率 

対前年 

減少率 

平成
20年 

5,155 950,659 766,147 

10.3% 8.6% 8.0% 

平成
21年 

4,914 916,022 737,474 

4.7% 3.6% 3.7% 

平成
22年 

4,863 901,071 725,773 

1.0% 1.6% 1.6% 

H 

資料） 警察庁資料より作成  

725,773件 
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交通事故発生状況の推移 

0 0 



○ 事業採択の前提条件を確認した上で、費用便益分析（Ｂ／Ｃ）や事業の影響、事業

実施環境を俯瞰し、採択の可否を判断。 

事業採択の前提条件の確認 

費 用 便 益 分 析（Ｂ／Ｃ） 

事 業 実 施 環 境 

 自動車や歩行者 
      への影響 

社会全体への影響 

渋滞対策 

事故対策 

歩行空間 

住民生活 

地域経済 

災 害 

環 境 

地域社会 

事 業 の 影 響 

レ 
レ 

便益が費用を上回っている 

円滑な事業執行の環境が整っている 新 

規 

事 

業 

採 

択 

走行経費減少 

交通事故減少 

走行時間短縮 

３便益 

道路事業の評価手法と課題 

15 

現行の道路事業の評価手法 



（現状の評価手法の課題） 

 

・３便益Ｂ／Ｃで評価できることは限定されている。安全安心や防災、産業立地と 
 いった効果が十分評価できていない。 
 
・費用便益分析は効率性からの評価であり、公平性の判断には馴染まない。 
 

・数値計算では算出しにくい安全・安心の観点からの評価手法を検討すべき。 
 
・便益の定量化の検討は進めつつ、計測できない部分や地域ニーズに応えられ 
 ない部分は別の評価手法を考えるべき。 
 
・災害時のリダンダンシーや命の道などは、別の観点で評価すべき。 

（見直しの方向性） 

※道路分科会・事業評価部会などにおける意見 

道路事業の評価手法と課題 
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道路事業の評価手法に対する意見 


